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株主の皆様へ
T O  O U R  S H A R E H O L D E R S

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお慶び申しあげます。
　さて、当社の第27期中間期（平成19年4月1日から平成19年9月30日
まで）が終了いたしましたので、営業の概況をご報告申しあげます。

当中間期の概況
　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益に支
えられ景気は緩やかながら回復基調を維持してまいりましたが、原
油や原材料価格の高騰に加え、米国経済の減速懸念などから先行き
の不透明感を拭えない状況で推移いたしました。
　一方、アルミ建材業界におきましては、アルミ地金価格の高止ま
りに加えて、6月の改正建築基準法施行に伴う新設住宅着工戸数の大
幅減少など厳しい状況が続いております。
　このような経済状況のもと、当社グループは、「中期経営4ヵ年計
画（平成18年度～21年度）」を策定し、成長戦略の加速と経営体質強
化に取り組んでおります。
　この結果、当中間連結会計期間の業績は、連結売上高は前年同期
に比べ3.3%増の572億2千8百万円、連結営業利益は前年同期に比べ
11.5%増の2億2千2百万円、連結経常損失は前年同期に比べ1千4百万
円改善し、2億5千8百万円、連結中間純損失は前年同期に比べ1億7千
7百万円改善し、3億8千5百万円となりました。

　現在、当社グループは、「中期経営4ヵ年計画（平成18年度～21年
度）」を推進していくなかで、事業構造の見直し、グループ再編等を
行い、事業収益力の向上を目指しております。
　グループ再編の一環として、グループの資材部門を統合し、サッ
シ事業以外の市場への売上拡大と資材部門の経営効率化を通じて収
益拡大を図るべく、資材統合新会社「不二ライトメタル株式会社」
を平成19年10月1日に発足させました。
　今後も「中期経営4ヵ年計画」の達成に向けて、安定的な収益基盤
の確立、強固な財務体質の構築等を目指し、営業力の強化や経営管
理体制の変革などグループ経営の見地に立った施策を積極的に展開
してまいります。

　また、当社は、継続的な利益を確保することに努め、将来の事業
展開に備えるための内部留保の充実を図るとともに、早期に株主の
皆様への安定的な利益還元が出来ることを経営の最重要課題の一つ
と認識しております。
　しかしながら、有利子負債の圧縮および優先株の処理という財務
上の重要な課題を抱えておりますので、当中間期の配当金につきま
しては、誠に遺憾ながら実施を見送らせていただくことといたしま
した。
　引き続き、安定的な収益基盤の確立、強固な財務体質の構築を目
指し、復配の実現に向けて最大限の努力を続けてまいる所存であり
ます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも引き続き変わらぬご支援
とご理解を賜りますようお願い申しあげます。

平成19年12月

取締役社長
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T O  O U R  S H A R E H O L D E R S

ビル建材事業
　主力のビル建材事業におきましては、受注競争の
激化やアルミ地金等原材料価格の高止まりという悪
条件の中、利益確保に重点を置いた営業活動の強化
により好調だった前期受注分が寄与したことや合理
化等により、連結売上高は前年同期に比べ6.4%増の
319億5千3百万円、連結営業利益は前年同期に比べ
46.7%増の5億4千2百万円となり、大幅な増収増益
になりました。
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g 住宅建材事業
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　住宅建材事業におきましては、プレハブメーカー
やハウスデベロッパー等直需先への営業強化を図っ
てまいりましたが、市場競争の激化や改正建築基準
法施行に伴う新設住宅着工戸数の大幅減少の影響に
より、連結売上高は前年同期に比べ1.5%減の71億3

千9百万円、連結営業利益は前年同期に比べ64.7%減
の3千6百万円となり、売上高、営業利益ともに前年
割れの止むなきに至りました。

形材外販事業
　形材外販事業におきましては、アルミ地金相場の
先安感から買い控えの動きが広がり、受注が減少した
ことなどが売上、利益を圧迫し、連結売上高は前年
同期に比べ0.2%増の141億5千8百万円、連結営業利
益は前年同期に比べ93.8%減の1千9百万円となりま
した。

M
A
T
E
R
iA

l その他事業
　その他事業には、環境事業・産業廃棄物処理業・
運送業等がありますが、産業廃棄物処理業・リサイ
クル事業が好調に推移したことにより、連結売上高
は前年同期に比べ0.3%減の39億7千6百万円、連結
営業利益は68.9%増の2億7千7百万円となり、大幅
な増益となりました。
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中間連結決算の概要
C O N S O L I D A T E D  F I N A N C I A L  S T A T E M E N T S

中間連結貸借対照表	 （単位：百万円）

科　目

資産の部

流動資産 62,181 55,382 63,476

現金及び預金 12,305 7,895 11,976

受取手形及び売掛金 23,722 24,034 30,043

たな卸資産 23,536 21,705 18,839

その他 3,379 2,415 3,414

貸倒引当金 △ 763 △ 668 △ 797

固定資産 36,700 41,011 36,843

有形固定資産 31,219 33,779 30,657

建物及び構築物 10,633 11,294 10,261

機械装置及び運搬具 4,269 4,182 4,109

土地 14,463 16,716 14,620

その他 1,852 1,586 1,666

無形固定資産 316 337 320

投資その他の資産 5,164 6,894 5,865

投資有価証券 2,570 4,241 3,228

その他 3,550 3,482 3,488

貸倒引当金 △ 956 △ 829 △ 850

資産合計 98,882 96,394 100,320

科　目

負債の部
流動負債 72,317 72,647 70,907
支払手形及び買掛金 23,966 24,394 28,081
短期借入金 32,190 36,946 31,179
新株予約権付社債 1,100 ─ ─
未払法人税等 145 134 235
前受金 9,024 7,379 6,030
賞与引当金 719 594 613
工事損失引当金 167 180 76
その他 5,004 3,017 4,690

固定負債 14,728 21,282 17,505
新株予約権付社債 ─ 1,800 1,600
社債 ─ 12 ─
長期借入金 2,839 7,915 4,244
繰延税金負債 202 515 389
再評価に係る繰延税金負債 597 585 592
退職給付引当金 9,980 9,030 9,466
役員退職慰労引当金 ─ 145 ─
負ののれん 47 53 46
その他 1,059 1,224 1,166

負債合計 87,045 93,930 88,412
純資産の部
株主資本 10,386 447 10,269

資本金 1,354 1,001 1,102
資本剰余金 468 122 220
利益剰余金 8,569 △ 670 8,951
自己株式 △ 6 △ 4 △ 5

評価・換算差額等 1,323 1,789 1,519
その他有価証券評価差額金 332 676 595
土地再評価差額金 1,594 1,916 1,616
為替換算調整勘定 △ 603 △ 803 △ 692

少数株主持分 125 226 118
純資産合計 11,836 2,464 11,907
負債純資産合計 98,882 96,394 100,320

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成19年3月31日現在）

前中間連結会計期間末
（平成18年9月30日現在）

当中間連結会計期間末
（平成19年9月30日現在）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成19年3月31日現在）

前中間連結会計期間末
（平成18年9月30日現在）

当中間連結会計期間末
（平成19年9月30日現在）
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C O N S O L I D A T E D  F I N A N C I A L  S T A T E M E N T S

中間連結損益計算書	 　（単位：百万円） 中間連結キャッシュ･フロー計算書	 	 　（単位：百万円）

科　目

売上高 57,228 55,409 128,949
売上原価 49,071 47,374 110,231
売上総利益 8,157 8,035 18,718
販売費及び一般管理費 7,934 7,835 16,050
営業利益 222 199 2,668
営業外収益 197 203 517
営業外費用 679 676 1,380
経常利益又は損失(△) △ 258 △ 273 1,805
特別利益 272 26 9,726
特別損失 316 242 2,589
税金等調整前中間(当期)純利益又は損失(△) △ 302 △ 489 8,942
法人税、住民税及び事業税 115 84 261
法人税等調整額 △ 33 △ 13 △ 68
少数株主利益 0 2 9
中間（当期）純利益又は損失(△) △ 385 △ 562 8,740

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
平成18年4月  1日から
平成19年3月31日まで

前中間連結会計期間
平成18年4月  1日から
平成18年9月30日まで

当中間連結会計期間
平成19年4月  1日から
平成19年9月30日まで( )( )( )

科　目

営業活動によるキャッシュ･フロー 1,200 1,926 4,247
投資活動によるキャッシュ･フロー △ 422 △ 744 10,500
財務活動によるキャッシュ･フロー △ 460 △ 1,447 △ 10,992
現金及び現金同等物に
係る換算差額 16 2 36

現金及び現金同等物の増減額（減少△） 333 △ 263 3,791
現金及び現金同等物の期首残高 11,343 7,552 7,552
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 11,677 7,288 11,343

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ･フロー計算書
平成18年4月  1日から
平成19年3月31日まで

前中間連結会計期間
平成18年4月  1日から
平成18年9月30日まで

当中間連結会計期間
平成19年4月  1日から
平成19年9月30日まで( )( )( )

中間連結株主資本等変動計算書	 	 　（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

少数株主
持　　分

純資産
合　計

資本金 資　本
剰余金

利　益
剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

そ の 他
有価証券
評　　価
差 額 金

土　地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・
換　算
差額等
合　計

平成19年3月31日残高 1,102 220 8,951 △5 10,269 595 1,616 △692 1,519 118 11,907

中間連結会計期間中の変動額
　�新株予約権付社債の新株予約権の
行使による新株の発行 251 248 500 500

　中間純損失 △385 △385 △385

　自己株式の取得 △0 △0 △0

　土地再評価差額金の取崩 2 2 2
　�株主資本以外の項目の�
中間連結会計期間中の変動額（純額） － △263 △21 89 △195 7 △188

中間連結会計期間中の変動額合計 251 248 △382 △0 116 △263 △21 89 △195 7 △71

平成19年9月30日残高 1,354 468 8,569 △6 10,386 332 1,594 △603 1,323 125 11,836

当中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）
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科　目

資産の部

流動資産 37,473 32,636 37,189

固定資産 31,641 35,539 31,850

有形固定資産 19,398 20,865 18,719

無形固定資産 114 120 114

投資その他の資産 12,128 14,553 13,015

資産合計 69,115 68,175 69,040

負債の部

流動負債 51,213 54,462 49,439

固定負債 7,809 12,627 9,859

負債合計 59,022 67,089 59,298

純資産の部

株主資本 9,897 543 9,311

資本金 1,354 1,001 1,102

資本剰余金 446 99 198

資本準備金 446 99 198

利益剰余金 8,101 △ 552 8,015

自己株式 △ 6 △ 4 △ 5

評価・換算差額等 195 542 429

純資産合計 10,092 1,086 9,741

負債純資産合計 69,115 68,175 69,040

中間単体決算の概要
N O N - C O N S O L I D A T E D  F I N A N C I A L  S T A T E M E N T S

中間貸借対照表	 	 　（単位：百万円） 中間損益計算書	 	 　（単位：百万円）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成19年3月31日現在）

前中間会計期間末
（平成18年9月30日現在）

当中間会計期間末
（平成19年9月30日現在） 科　目

売上高 33,141 34,396 80,563

売上原価 28,938 30,012 70,278

売上総利益 4,202 4,383 10,285

販売費及び一般管理費 4,297 4,540 8,995

営業利益又は損失(△) △ 95 △ 156 1,289

営業外収益 375 385 693

営業外費用 532 571 1,151

経常利益又は損失(△) △ 252 △ 342 832

特別利益 380 39 9,485

特別損失 89 301 2,418

税引前中間（当期）純利益又は損失(△) 38 △ 604 7,899

法人税、住民税及び事業税 △ 48 △ 51 △ 115

中間（当期）純利益又は損失(△) 86 △ 552 8,015

前事業年度の
要約損益計算書
平成18年4月  1日から
平成19年3月31日まで

前中間会計期間
平成18年4月  1日から
平成18年9月30日まで

当中間会計期間
平成19年4月  1日から
平成19年9月30日まで( )( )( )
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株式情報
S T O C K  I N F O R M A T I O N

株式状況	 （平成19年9月30日現在）

発行可能株式総数 160,000,000株
発行済株式の総数� 普通株式 52,616,882株
� � 第１種優先株式 900,000株
� � 第２種優先株式 3,000,000株
� � 第３種優先株式 3,000,000株
単元株式数 100株
普通株式の株主数 16,671名
普通株式の大株主および持株数（上位10名）

会社情報
C O R P O R A T E  I N F O R M A T I O N

社　　　　　名 不二サッシ株式会社
英　文　社　名 FUJISASH CO., LTD.

創　　　　　業 昭和5年7月7日
設　　　　　立 昭和44年5月1日
資　　本　　金 1,354,879,640円
従　業　員　数 1,568名
主要な事業内容 サッシその他の建築材料の製造・販売・施工
 各種アルミニウム製品の製造・販売・施工
 廃棄物の処理、同設備の製造・販売・施工
 不動産の売買・賃貸
主要取引銀行  株式会社りそな銀行、株式会社みずほ銀行、
� 株式会社三井住友銀行、株式会社紀陽銀行、
 株式会社千葉興業銀行、株式会社東京都民銀行、 
 株式会社山梨中央銀行

（注）�監査役のうち、加藤満、藤城武志の両氏は、会社法第2条第16
号に定める社外監査役であります。

会社概要	 （平成19年9月30日現在）

取締役および監査役	 （平成19年9月30日現在）

所有者別分布状況	 （普通株式）

金融機関
6,432千株（12.2％）

個人・その他
29,215千株（55.5％）

その他の法人
14,270千株（27.1％）

証券会社
1,342千株（2.6％）

外国法人等
1,357千株（2.6％）

株式数別

地域別分布状況	 （普通株式）
北海道
地方

271
名

東北
地方

547
名

関東
地方

7,920
名

中部
地方

2,444
名

九州
地方

1,128
名

外国

24
名

近畿
地方

3,160
名

中国
地方

838
名

四国
地方

339
名

金融機関
21名（0.1％）

個人・その他
16,157名（96.9％）

その他の法人
414名（2.5％）

証券会社
49名（0.3％）

外国法人等
30名（0.2％）

株主数別

株主名 持株数（千株）

大栄不動産株式会社 5,349

日本証券金融株式会社 2,351

蛇の目ミシン工業株式会社 1,870

株式会社りそな銀行 1,857

三井物産株式会社 1,474

株式会社埼玉りそな銀行 1,438

不二サッシ社員持株会 1,342

大日メタックス株式会社 926

三平建設株式会社 900

丸紅株式会社 532
取締役および監査役

代表取締役社長 嵯 　 峨 　 　 　 明
代 表 取 締 役 石 　 橋 　 雅 　 夫
取　　締　　役 吉 　 本 　 直 　 史
取　　締　　役 大 　 橋 　 幸 　 夫
取　　締　　役 真 　 木 　 一 　 夫
取　　締　　役 大 　 江 　 敬 　 文
取　　締　　役 中 　 重 　 健 　 治
取　　締　　役 土 　 屋 　 英 　 久
取　　締　　役 柳 　 澤 　 孝 　 司
取　　締　　役 石 　 堂 　 金 　 也
取　　締　　役 原 　 田 　 賢 二 郎
取　　締　　役 前 　 畑 　 政 　 富
常 勤 監 査 役 御 　 厨 　 雅 　 宏
常 勤 監 査 役 堀 　 江 　 宣 　 夫
監　　査　　役 加 　 藤 　 　 　 満
監　　査　　役 藤 　 城 　 武 　 志

執 行 役 員
社 長 執 行 役 員 嵯 　 峨 　 　 　 明
専 務 執 行 役 員 石 　 橋 　 雅 　 夫
専 務 執 行 役 員 吉 　 本 　 直 　 史
上席常務執行役員 大 　 橋 　 幸 　 夫
常 務 執 行 役 員 功 　 刀 　 忠 　 夫
常 務 執 行 役 員 真 　 木 　 一 　 夫
常 務 執 行 役 員 大 　 江 　 敬 　 文
執　行　役　員 中 　 重 　 健 　 治
執　行　役　員 土 　 屋 　 英 　 久
執　行　役　員 柳 　 澤 　 孝 　 司
執　行　役　員 石 　 堂 　 金 　 也
執　行　役　員 原 　 田 　 賢 二 郎
執　行　役　員 茂 　 木 　 紳 　 一
執　行　役　員 杉 　 本 　 澄 　 雄
執　行　役　員 北 　 畠 　 正 　 実
執　行　役　員 榎 　 本 　 克 　 英
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事　業　年　度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月に開催
期末配当基準日 3月31日
中間配当基準日 9月30日
その他の基準日 上記の他、必要があるときは、あらかじめ公告して定めます。
株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番1号

中央三井信託銀行株式会社
同 事 務 取 扱 所 〒168−0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
郵 送 物 送 付 先 中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
お 問 合 せ 先 TEL.0120−78−2031（フリーダイヤル）

同　取　次　所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

単 元 株 式 数 100株
公　告　方　法 �電子公告により行います。ただし、事故その他やむを

得ない事由によって電子公告による公告をすることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。
公告掲載URL　http://www.fujisash.co.jp/

環境保全のため、古紙100％再生紙を使用し、
「大豆油インキ」で印刷しています。

不二サッシ株式会社
〒212−0058
神奈川県川崎市幸区鹿島田890番地12　Tel.（044）520−0034

株主メモ	

ホームページアドレス　http://www.fujisash.co.jp/

ホームページをご利用ください。

● 表紙写真説明 ①仙台ファーストタワー
所 在 地：宮城県仙台市青葉区
設計監修・監理：㈱日建設計
設計事務所：大成建設一級建築士事務所
施 工：�大成建設・清水建設・松井建設・佐藤工業�

建設工事共同企業体

②Qiball
所 在 地：千葉県千葉市中央区
設計事務所：㈱日建設計
施 工：大成・清水�建設共同企業体

③日本工学院専門学校12号館
所 在 地：東京都大田区
設計事務所：㈱久米設計
施 工：㈱熊谷組

本　　社　〒212−0058　神奈川県川崎市幸区鹿島田890−12� （044）520−0034

東京本部　〒141−0032　東京都品川区大崎5−6−2� （03）5745−1204

千葉工場　〒290−0067　千葉県市原市八幡海岸通13� （0436）41−3131

大阪工場　〒569−0062　大阪府高槻市下田部町2−55−1�（072）661−6301

北海道不二　〒060−0061　北海道札幌市中央区南一条西12−4−89�（011）261−8284サッシ（株）

東北支店　〒980−0014　宮城県仙台市青葉区本町2−16−10�（022）222−4134

関東支店　〒330−0061　埼玉県さいたま市浦和区常盤9−20−3� （048）829−2751

東京支店　〒141−0032　東京都品川区大崎5−6−2� （03）5745−1250

横浜支店　〒220−8116　神奈川県横浜市西区みなとみらい2−2−1−1� （045）210−9080

名古屋支店　〒450−0002　愛知県名古屋市中村区名駅4−2−25� （052）582−7511

日 海 不 二� 〒920−0352　石川県金沢市観音堂町へ−41−4�（076）267−1231サッシ（株）

大阪支店　〒541−0047　大阪府大阪市中央区淡路町3−5−13� （06）4706−4134

中四国支店　〒733−0001　広島県広島市西区大芝2−7−32�（082）509−2234

（株）不 二� 〒810−0041　福岡県福岡市中央区大名2−4−22�（092）741−6031サッシ九州

シンガポール
支店　� �40�Siglap�Drive,�Singapore�456165� �65−6848−6470

主な営業拠点	

( )

③

②
①
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